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ＲＩに係る人材育成についての課題

〇これまでの専門部会での議論や、人材育成に関する有識者ヒアリング※を通じ、主に以下の課題
が抽出されたところ。

〇放射線・核医学に係る魅力発信の必要性

〇研究科・研究室、学内ポスト、放射化学・ＲＩ関連分野に進学する学生の減少傾向

〇放射性医薬品・ＲＩに関する教育機会の乏しさ

〇分野・ステークホルダー横断型教育の必要性

〇人材育成の観点からの放射線施設整備の必要性

〇放射線・核医学分野のキャリアパスの広さを提示する必要性

〇リカレント教育の必要性

〇放射化学分野やＡＩとの融合の強化の必要性

〇コメディカルの重要性
（とりわけ、医学物理士活用促進の必要性）

※「令和3年度今後の原子力分野の人材の確保及び育成に向けた基盤的調査」において、ヒアリング調査を実施。
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原子力委員会第28回定例会（2021年） 資料１（篠原委員資料）より
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分野横断型教育の取組事例

〇例えば、大阪大学では、全学組織の「放射線科学基盤機構」を設置。物理、化学、生物学、医学、
管理学などの分野横断的な体制による教育プログラムを推進。

京都大学基礎物理学研究所 基研研究会「放射線の生体影響解明への分野横断による挑戦」（令和元年５月23日～25日）
大阪大学大学院理学研究科 篠原教授資料より
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原子力委員会第28回定例会（2021年） 資料１（篠原委員資料）より



原子力委員会第28回定例会（2021年） 資料１（篠原委員資料）より 6



原子力委員会第28回定例会（2021年） 資料１（篠原委員資料）より 7



放射線医療（核医学含む）に関わる資格
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医師

放射線科専門医

放射線診断専門医

放射線治療専門医

核医学専門医

医学物理士
医学物理士

治療専門医学物理士

技師

放射線機器管理士

放射線管理士

診療放射線技師

放射線治療専門放射線技師

放射線治療品質管理士

核医学専門技師

看護師
がん放射線療法看護師

核医学診療看護師

薬剤師 核医学認定薬剤師

主任者他

原子炉主任技術者

核燃料取扱主任者

放射線取扱主任者（１，２，３種）

エックス線作業主任者

ガンマ線透過写真撮影作業主任者



9

核医学治療に関わる人材の不足

米国や欧州の大きな施設では、核医学部門は放射線治療部門や放射線診断部門から独立した別
部門として存在し、専門の医師、看護師、技師、薬剤師、医学物理士が専従で揃っている。

本邦では、核医学は多くの病院で放射線診断学の中の一部門として存在するため、検査のみを
扱っている場合も多い。結果として核医学治療のニーズに対しては、放射線治療専門医やその
他非専門科が対応している場合も多い。

専門医約5000人

専門医約1000人

米国(人口約3億人）

日本(人口1.3億人）

Diagnostic 
Radiology

専門医 約40000人

Radiation
Oncology

専門医 約4500人

Nuclear Medicine
専門医約5000人

放射線診断学
放射線治療学

本邦では核医学科が独立した施設はほとんどなく、多くの施設では、
そもそも圧倒的に絶対数の不足している放射線治療学や放射線診断
学の医師が多忙の合間を縫って診療を担っているのが現状。

核医学部門に必要な医師以外の専門職も、さらに不足している。
・核医学専門技師認定者数※1 676名
・核医学診療看護師※2 312名
・核医学認定薬剤師※2 69名
・医学物理士※3 ※4 370名

※1 日本核医学専門技師認定機構ホームページ認定者一覧より
※2 日本核医学会ホームページ認定制度名簿より
※3 2017年JASTRO構造調査報告書より EFT換算
※4 本邦では医学物理士としての業務は、おおよそ外照射および密封小線源治療

関連の業務に終始する。一方で、核医学の線量計算や安全管理は放射線診療
技師が兼任する第一種放射線取扱主任者が担っていることが多い。

※Diagnostic Radiology専門医取得後
subspecialityとして Nuclear Medicine

専門医取得を目指すコースはあるが、
基本的に完全に独立した専門分野として扱われている。

※

核医学専門医の登録
者数は1362人だが、

その殆どが診断専門医を兼ねる。

第４回専門部会 資料５（高野委員資料）より
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原子力委員会第９回定例会（2021年） 資料１（西尾教授資料）より
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医学物理士のがん治療政策における位置付け

【がん診療連携拠点病院等の整備にかかる観点】
がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（平成30年7月31日厚生労働省健康局
長通知）

地域がん診療連携拠点病院の指定要件のうち、診療従事者について、
「専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計画補助作業
等に携わる常勤の技術者等を１人以上配置すること。なお、当該技術者は医学物理
学に関する専門資格を有する者であることが望ましい。」と記載。

【診療報酬の観点】
たとえば、粒子線治療医学管理加算に関する施設基準（「特掲診療料の施設基準等
及びその届出に関する手続きの取扱いについて」保医発0305第３号令和２年３月５日
厚生労働省保険局医療課長通知）において、「放射線治療における機器の精度管理、
照射計画の検証、照射計画補助作業等を専ら担当する技術者（診療放射線技師その
他の技術者等）」の配置を要件の一つとして設けており、事務連絡（「疑義解釈資料の
送付について（その１）」令和２年３月31日保険局医療課事務連絡）において、「その他
の技術者」とは、医学物理士等を指す旨が記載されている。
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2014年医学物理士就労状況アンケート報告

〇2014年、日本医学物理士会が中心となり関連団体との協力のもとで、医学物理士認定者に対して
アンケートを実施。当時の医学物理士認定者813名のうち、32.2％にあたる262名より回答。
〇アンケートに回答した医学物理士有資格者のうち、医学物理士職での雇用は約20％。半数以上は、
医学物理士資格を持ちながら、診療放射線技師として採用され勤務。
〇医学物理士職と診療放射線技師職を比較すると、品質管理・品質保証の実施率に開き。
〇医学物理士が勤務する病院と診療放射線技師として医学物理士が勤務する病院では、専従のＱ
Ａ（Quality Assurance）担当者の配置に開き。
〇医学物理士として採用された医学物理士は、治療計画業務・品質管理業務・研究業務に多く従事。
診療放射線技師として勤務する医学物理士は、患者照射・撮影業務に多くの時間を取られている
状況。

医学物理士
として採用

診療放射線技師
として採用

52名（20％） 147名（56％）

職種について

業務割合の比較

医学物理士 診療放射線技師

患者照射・撮影業務割合 4.0% 38.5%

治療計画業務割合 38.7% 18.2%

品質管理業務割合 33.8% 26.2%

研究業務割合 13.8% 3.7%

品質管理・品質保証の実施率

医学物理士
として採用

診療放射線技師
として採用

69.2% 58.7％

専従のQA担当者の配置率

医学物理士として
医学物理士が勤務する病院

診療放射線技師として
医学物理士が勤務する病院

90.2% 63.3％
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論点（例）

１．我が国において、ＲＩの国内製造や研究を推進するために、人材育
成の面から取り組むべき事項は何か。

（例）
・分野横断型の教育プログラムの構築
・リカレント教育の推進

２．医療現場におけるＲＩ利用を進めるために、人材の面から取り組む
べき事項は何か。

（例）
・医師・診療放射線技師から多様なコメディカルへのタスク・シフト
・医学物理士の活用促進
－国家資格化
－医学物理士の専従化




